
教育費無償化をめざし、大学授業料の半減、入学金廃止、 
給食費無償化などを求める意見書 

 
日本の大学の授業料は、国立大で年間５３万５８００円、私立大の授業料と施設整備費

の合計は、文科系で平均９４万４３２０円、理科系で１２９万４１２１円、医学部では２

～３倍以上になる。日本学生支援機構の奨学金をうけると、ほとんどの人が金利をつけて

返済することになり、平均の借入額は３２４万円、毎月の返済額は１万６８８０円で、返

済まで平均１５年かかっている。社会人になると同時に３００万円のローンを背負い、返

済が終わるのは４０才近くになるということである。 
将来、各分野の働き手となり、社会を支える若い世代の人材を育てることは社会全体の

責任である。国際規約は社会権規約第１３条２項（Ｃ）で「高等教育は、すべての適当な

方法により、特に、無償教育の漸進的な導入により、能力に応じ、すべての者に対して均

等に機会が与えられるものとする」としている。日本の教育への公的支出は、ＧＤＰ比で

２．８％、ＯＥＣＤ加盟国で比較可能な３７か国中３６位である。日本は国際的にも教育

費の高い国になっている。 
よって、国におかれては、国民の教育費負担の大幅な軽減のため次の事項を実施するよ

う求めるものである。 
 
 

１． 大学・短大・専門学校の授業料の無償化をめざし、当面、半額を実現すること。入

学金制度は廃止すること。 
２． 給付制の奨学金の対象を大幅に増やし、すべての奨学金を無利子にすること。返済

中の奨学金をすべて無利子にし、延滞金を廃止にすること。返済にあたっては、減

免制度、返済猶予、返済支援などを充実すること。 
３． ０歳からの保育料を軽減し、私立高校の無償化を拡充すること。 
４． 学校給食費や教材費など義務教育にかかる費用を無料にすること。 

 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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